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事 業 報 告 

２０２１年４月１日から 

２０２２年３月３１日まで 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大が繰り返され、サプライチェー

ン混乱等の供給制約もあって、持ち直した景気は終盤になって停滞感が強まりました。また、資源価

格の上昇や円安、ウクライナ情勢も重なり、中堅・中小企業を取り巻く環境は依然として先行き不透

明な状況が続きました。 

このような状況の中、当社は「中堅・中小企業の成長や課題解決に資することを通じて社会に貢献

する」との基本方針の下、より多くの中堅・中小企業に対して投資事業を積極的に展開するとともに

成長支援事業に注力いたしました。 

当事業年度の主な事業実績は、次のとおりです。 

投資事業におきましては、新規投資が３９件９億８千７百万円、再投資が２１件２億８千８百万円

で、合計６０件１２億７千６百万円の投資を実行いたしました。その結果、当事業年度末における投

資残高は１，１８０社、５５１億２千２百万円となりました。また、投資先企業１社が新たに株式を

上場いたしました。 

成長支援事業におきましては、コロナ禍で事業活動に制約を受けた投資先企業間のビジネスマッチ

ングに注力した他、経営者への情報提供及び相互交流の場として社長会（年輪会、トップセミナー）

を１０回、「後継者育成」「ビジネススクール」「ビジネスフォーラム」をはじめとする各種研修会

等を１９４回開催いたしました。特に、コロナ対策として採り入れたオンラインでの開催を積極的に

実施した結果、西日本の幅広い地域から多数の参加を得ることとなりました。この他、投資先企業に

特化した採用ポータルサイトである「投資育成キャリアナビ」や専門家による経営診断・課題整理支

援サービスである「経営の健康診断」等投資先企業の様々な経営課題の解決に向けた支援に取り組み

ました。 

また、当事業年度の業績は、次のとおりです。 

収益面におきましては、投資先企業数が前事業年度より増加したことに加えて、投資先企業の業績

が回復基調に転じたことから配当金収入が増加し、株式売却益も大幅に増加いたしました。 

費用面におきましては、一般管理費が前事業年度より増加した一方、将来の投資損失に備えるため

の投資損失引当金繰入額は減少いたしました。 

以上の結果、営業収益は８７億２千３百万円（前期比56.5％増）、経常利益は７１億６千６百万円

（前期比104.0％増）、当期純利益は５６億８千９百万円（前期比101.1％増）となりました。 

なお、当事業年度の資金調達について、特筆すべき事項はございません。 
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（投資実績の推移） （金額単位：百万円） 

区 分 
第 56期 

(2019/3 期) 

第 57期 

(2020/3 期) 

第 58期

(2021/3 期) 

第 59期 

(2022/3 期) 

設立以来の 

累 計 

新

規

投

資

株 式 
件数 44 52 44 39 1,590 

金額 1,145 1,590 1,705 987 53,532 

新株予約権付社債 
件数 - - - - 611 

金額 - - - - 27,153 

小 計 
件数 44 52 44 39 2,201 

金額 1,145 1,590 1,705 987 80,686 

再  投  資 
件数 15 16 12 21 708 

金額 233 362 330 288 12,622 

合 計 
件数 59 68 56 60 2,909 

金額 1,378 1,953 2,035 1,276 93,308 
（注）新株予約権付社債の「設立以来の累計」欄には、旧商法による転換社債及び新株引受権付社債を含んでおります。 

（投資残高の推移） 

区 分 

第 56期末 

（2019/3期末） 

第 57期末 

（2020/3期末） 

第 58期末 

（2021/3期末） 

第 59期末 

（2022/3期末） 

社 百万円 社 百万円 社 百万円 社 百万円 

株 式 1,067 45,056 1,112 48,256 1,150 54,517 1,180 55,122 

新 株 予 約 権 付 社 債 - - - - - - - - 

合 計 1,067 45,056 1,112 48,256 1,150 54,517 1,180 55,122 
（注） １．社数については、新株予約権付社債等引受先で新株予約権等を行使した場合には株式引受先企業として 

取り扱っております。 
２．金額については、投資損失引当金控除前の数字であります。 
３．時価会計の影響を考慮しない投資残高合計の推移は次のとおりであります。 

第 56期 35,335百万円 第 57期 37,102百万円 第 58期 38,851百万円 第 59期 39,670百万円 

（２）対処すべき課題

中堅・中小企業が抱える経営課題は、経営承継や人材確保・育成、販路開拓、製商品開発、デジタ

ル技術の活用等多岐にわたる他、原材料価格の上昇や為替相場の変動等外部環境は大きく変化してお

り、より一層的確な経営判断が必要となってきております。 

当社といたしましては、中堅・中小企業の健全な成長発展に向けて、様々な課題・要望に迅速かつ

適切に対応すべく、支援体制の更なる強化・充実が重要であると認識しております。 

投資事業につきましては、経営権の安定化や円滑な経営承継等各企業の状況を踏まえて、最適な資

本政策を実施するための投資を積極的に展開する他、関係機関との更なるネットワークの構築を図る

ことにより、西日本の各地域においてより多くの成長性ある中堅・中小企業に対する投資を進めてま

いります。なお、近年は「成長支援型投資」といたしまして、創業期や第二創業期、業態転換期等に

ある企業への投資にも注力しております。 

成長支援事業につきましては、「投資先企業の良き相談相手になる」ことを念頭に、各投資先企業

の状況や経営者の考え方に寄り添い、最適な支援サービスを提供いたします。特に、人材確保に向け

て、外部機関とも連携しながら、大学生をはじめ高等専門学校生、高校生、留学生の新卒採用及び中

途採用の支援に注力いたします。 

また、経営の健康診断サービスに加えて、産学連携による技術・製品開発の促進、投資先企業間の

交流促進による販路拡大、後継者育成等投資先企業の成長戦略に係わる重要課題の解決に向けた支援

を一層推進してまいります。 

株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げま

す。 
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（３）財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第 56期 

（2019/3期） 
第 57期 

（2020/3期） 
第 58期 

（2021/3期） 
第 59期 

（2022/3期） 

営業収益 （百万円） 5,364 3,670 5,574 8,723 

経常利益 （百万円） 3,919 2,401 3,513 7,166 

当期純利益 （百万円） 3,592 2,357 2,829 5,689 

１株当たり当期純利益 （円） 5,551 3,643 4,371 8,791 

総資産 （百万円） 61,802 64,723 73,319 78,491 

純資産 （百万円） 56,700 59,445 66,153 70,921 

（４）主要な事業内容 

 当社は中小企業投資育成株式会社法に基づいて１９６３年１１月に設立され、中堅・中小企業が発

行する株式の引受けや人材育成・ビジネスマッチング等各種成長支援を主要な事業としております。 

 また、東京及び名古屋にも別法人の形態で中小企業投資育成株式会社がそれぞれ設立されており、

各々担当地域を定めて事業を行っております。当社の担当地域は、福井県・滋賀県・奈良県・和歌山

県以西の西日本全域となっております。 

（５）主要な事業所 

本  社：大阪府大阪市北区中之島３丁目３番２３号 

九州支社：福岡県福岡市中央区天神２丁目１４番１３号 

（６）従業員の状況 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 

73名（前期末比 5名増） 40才 7ヵ月 14年 4ヵ月 

（７）主要な借入先及び借入額 

該当事項はありません。 

２．会社の株式に関する事項 

（１）株式の状況 

発行可能株式総数 発行済株式の総数 株主数 

745,400株 647,200 株 108名 
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（２）大株主の状況 

株  主  名 持株数 (株) 持株比率 (％) 

株式会社日本取引所グループ 54,000 8.34 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 32,360 5.00 

株式会社みずほ銀行 32,358 5.00 

株式会社りそな銀行 32,300 4.99 

大阪商工会議所 32,000 4.94 

株式会社三井住友銀行 32,000 4.94 

大阪市 30,000 4.64 

大阪府 30,000 4.64 

㈱日本カストディ銀行（信託口４） (注 ) 30,000 4.64 

住友生命保険相互会社 25,000 3.86 

日本生命保険相互会社 25,000 3.86 

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託口４）は株主名簿上の株主であり、実質的な株主は預金保険機構であります。 

３．会社役員に関する事項 

取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 地 位 担 当 重要な兼職の状況 

齋 藤 浩 代表取締役社長 

馬 場 正 人 常務取締役 事業ソリューション部担当 

仲 田 政 之 常務取締役 
業務第１部 
及び業務第２部担当 

山 本 昌 範 取締役 
業務第３部 
及び九州支社担当 

菅   靖 二 取締役 総務企画部担当 

宮 城  勉 取締役 大阪商工会議所専務理事 

池 田 佳 子 取締役 関西大学国際部教授 

坪 井 俊 哉 常勤監査役 

野 村 正 朗 監査役 学校法人帝塚山学院理事長 

山 﨑 治 平 監査役 三信株式会社顧問 

服 部 博 明 監査役 株式会社みなと銀行取締役会長 

（注）１．取締役宮城勉、池田佳子の各氏は、会社法第 2条第 15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役坪井俊哉、野村正朗、山﨑治平、服部博明の各氏は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役で 

あります。 
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４．会計監査人に関する事項 

（１）会計監査人の名称 

 有限責任 あずさ監査法人 

（２）会計監査人に対する報酬等の額 

区 分 支  払  額 

１. 
公認会計士法第２条第１項の業務の対価として当社が会計監査人
に支払うべき報酬等の合計額 

5,800 千円 

２. 公認会計士法第２条第１項の業務以外に係る報酬等の額 － 千円 

５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要及び当該体制の運用状況

の概要 

＜業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要＞ 

 当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社

の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制の

基本方針を以下のとおり決議しております。 

○取締役及び使用人の職務が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、法令遵守が企業存続に不可欠なものであると認識しており、取締役及び使用人が公正で

高い倫理観に基づき行動するよう、種々の方法により、その徹底を図っている。 

また、法令遵守体制の一層の充実を図るため、社内規則により「コンプライアンス委員会」を設

置するとともに、法令・定款等に違反する行為が発生若しくはその虞がある場合には使用人等から

の相談や通報を受ける体制を整備している。 

暴力団等の反社会的勢力に対しては、不当・不法な要求を拒絶するとともに取引関係を含めた一

切の関係を遮断する。また、これら反社会的勢力に対しては、外部専門機関と連携の上、毅然とし

た態度で組織的に対応する。 

○取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る重要な書類については、「文書取扱規則」の規定に基づき、保存年限

を各々定めてこれを保存するとともに適切に管理している。 

○損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）投資事業におけるリスクについては、「投資の決定に関する規則」等の社内規則に基づき、リ

スク評価を行った上で、個別のリスク管理について常勤役員で構成する常務会で審議を行っ

ている。 

２）情報の漏洩等のリスクについては、「個人情報保護体制に関する規則」等の社内規則により、

これを未然に防止する体制を整えている。 

３）不測の災害発生等のリスクについては、マニュアル等を定め、リスクの発生に備えている。

○取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

意思決定機関として、原則として取締役会を月１回開催する他、常務会を毎週開催し、意思決定

の効率化・迅速化を図っている。 

また、中期経営計画を策定して全社的な目標を定めるとともに、その実現に向けた取り組みを明
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確化し、かつ各事業年度において目標達成に向けた事業計画を策定している。各取締役はそれぞれ

担当する部門の効率化を図る等目標への取り組みに注力するとともに、上記機関が随時その進捗状

況をチェックしている。 

○監査役設置会社の体制

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

監査役の監査業務を補助するため、監査役を補助すべき使用人を任命している。常勤監査役は、

この監査役を補助すべき使用人に対する人事考課・異動・懲戒について、取締役に意見を述べる

ことができる。また、監査役を補助すべき使用人が他の業務を兼務する場合は、監査役に係る業

務に優先して従事することとし、当該業務については取締役や所属部門長等の指揮命令を受けな

い。 

・取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する事項及び監査

役への報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するた

めの体制

監査役は社内における重要会議に出席し、代表取締役その他の取締役から業務執行状況の報告

を受けている他、適宜取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。 

当該報告を求められた者は、速やかに監査役に報告する。 

当社は、監査役への報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として一切の不利な取り

扱いをしない。 

・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について

生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は支出した費用等の償還、負担した債

務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを

証明できる場合を除き、これに応じる。 

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士・公認会計士等外部の専門家に相談で

きる体制を確保している。 

また、監査役と代表取締役との意思疎通を図るため、定期的な意見交換会を開催する。 

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞ 

当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切な

運用に努めております。当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、

以下のとおりであります。 

○取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項

取締役会は社外取締役２名を含む取締役７名で構成され、監査役４名（いずれも社外監査役）も

出席しております。当事業年度においては、取締役会を１１回開催し、重要な意思決定の決議、職

務執行の状況報告等が行われ、監督がなされており、実効性が確保されております。 
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○コンプライアンスに関する事項

当社の役員及び使用人に対し、コンプライアンス意識の向上に努めるため、定期的にコンプライ

アンス委員会を開催しております。また、「公益通報者保護規則」を整備し、組織的又は個人的な

法令違反行為等に関する相談や通報の適正な処理の仕組みを定めた上で内部通報窓口を開設し、問

題の早期発見・早期解決に取り組んでおります。 

当事業年度においては、労働施策総合推進法に基づくパワーハラスメント防止措置が全企業を対

象に義務化されることに合わせて外部専門家による各種ハラスメントの社内研修を行い、周知徹底・

啓発を図りました。 

なお、当事業年度において内部通報窓口への通報に至る案件は発生しておりません。 

○損失の危機管理に関する事項

投資事業におけるリスクについては、「投資の決定に関する規則」等に基づきリスク評価を行う

とともに、常務会における審議による個別のリスク評価を行っております。 

情報漏洩等のリスクについては、「個人情報保護体制に関する規則」等の社内諸規則を整備し、

当該リスク発生時に備えた体制を構築しております。 

不測の災害発生等のリスクについては、緊急対策委員会の設置等により対応する体制を構築して

おります。 

当事業年度においては、新型コロナウイルス感染症対策として、行政からの通達や状況変化に応

じて、対応方針を策定の上、周知徹底を図り、感染防止に努めました。また、情報セキュリティ対

策として、外部専門家による社内研修を行うとともに、近年増加傾向にある標的型攻撃メールへの

対処訓練等を通じて意識の向上を図りました。 

○監査役監査に関する事項

監査役会は常勤監査役１名を含む社外監査役４名で構成されており、年５回の定例監査役会等に

おいて、監査方針や職務の分担に従い、監査に関する重要事項の報告、協議又は決議を行っており

ます。 

監査役は全員が取締役会に出席し、常勤監査役は常務会等の社内の重要会議にも出席して取締役

の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認しております。 

また、常勤監査役は役員及び使用人に対して個別のヒアリングを行う他、会計監査人とも情報交

換を行う等経営監視機能の強化及び向上に努めております。 

以 上 



( 単位： 千円)

営　 業　 収　 益　

2, 969, 679

5, 697, 242

56, 746 8, 723, 668

営　 業　 費　 用

1, 650, 147

△ 27, 284

22, 721

80, 135 1, 725, 720

営 業 利 益 6, 997, 948

営　 業　 外　 収　 益

150, 652

21, 481 172, 134

営　 業　 外　 費　 用

3, 929 3, 929

経 常 利 益 7, 166, 153

特　 別　 利　 益

83, 131 83, 131

税 引 前 当 期 純 利 益 7, 249, 284

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1, 585, 562

法 人 税 等 調 整 額 △25, 869 1, 559, 693

当 期 純 利 益 5, 689, 591

（注）　記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

大阪中小企業投資育成株式会社

損　 益　 計　 算　 書
２ ０ ２ １  年 ４  月０ １ 日 から

投 資 育 成 株 式 配 当 金

残 余 財 産 分 配 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 損 失

事 業 支 援 費 用

２ ０ ２ ２  年 ３  月３ １ 日 ま で

科　 目 金　 額

一 般 管 理 費

投 資 育 成 株 式 売 却 益

事 業 支 援 収 入

そ の 他 の 営 業 費 用

雑 収 入

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額
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( 単位： 千円)

金　 額 金　 額

Ⅰ　 流　 動　 資　 産 16, 863, 825 Ⅰ　 流　 動　 負　 債 1, 079, 038

現 金 及 び 預 金 3, 735, 135 未 払 法 人 税 等 889, 236

有 価 証 券 13, 040, 258 賞 与 引 当 金 108, 972

そ の 他 の 流 動 資 産 88, 431 役 員 賞 与 引 当 金 48, 727

そ の 他 の 流 動 負 債 32, 101

Ⅱ　 固　 定　 資　 産 61, 628, 137 Ⅱ　 固　 定　 負　 債 6, 491, 886

１  有 形 固 定 資 産 63, 721 繰 延 税 金 負 債 6, 022, 442

建 物 附 属 設 備 45, 526 退 職 給 付 引 当 金 338, 217

器 具 備 品 18, 194 役 員 退 職 引 当 金 131, 226

２  無 形 固 定 資 産 383

電 話 加 入 権 383 7, 570, 924

３  投資その他の資産 61, 564, 032

( 1) 投資育成有価証券 52, 752, 745

投 資 育 成 株 式 55, 122, 047 Ⅰ　 株　 主　 資　 本 56, 566, 167

投 資 損 失 引 当 金 △2, 369, 301 １  資　 本　 金 6, 822, 000

( 2) その他の資産 8, 811, 287 ２  利　 益　 剰　 余　 金 49, 744, 167

投 資 有 価 証 券 6, 885, 097 ( 1) 利益準備金 1, 705, 500

長 期 金 銭 信 託 1, 823, 130 ( 2) その他利益剰余金 48, 038, 667

そ の 他 103, 059 配 当 平 準 積 立 金 2, 500, 000

別 途 積 立 金 38, 900, 000

繰 越 利 益 剰 余 金 6, 638, 667

Ⅱ  評価・ 換算差額等 14, 354, 871

その他有価証券評価差額金 14, 354, 871

70, 921, 039

78, 491, 963 78, 491, 963

（注）　記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

大阪中小企業投資育成株式会社

貸　 借　 対　 照　 表

（ ２ ０ ２ ２ 年 ３  月 ３ １  日現在）

資　 産　 の　 部 負　 債　 の　 部

負 債 及 び 純 資 産 合 計

純　 資　 産　 合　 計

科　 目 科　 目

資　 産　 合　 計

負　 債　 合　 計

純　 資　 産　 の　 部
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配当平準
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

２０２１年４月１日残高 6, 822, 000 1, 705, 500 2, 500, 000 36, 500, 000 3, 737, 396 44, 442, 896 51, 264, 896

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △388, 320 △388, 320 △388, 320

別途積立金の積立 － － － 2, 400, 000 △2, 400, 000 － －

当期純利益 － － － － 5, 689, 591 5, 689, 591 5, 689, 591 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － 2, 400, 000 2, 901, 271 5, 301, 271 5, 301, 271 

２０２２年３月３１日残高 6, 822, 000 1, 705, 500 2, 500, 000 38, 900, 000 6, 638, 667 49, 744, 167 56, 566, 167 

２０２１年４月１日残高 66, 153, 433 

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △388, 320

別途積立金の積立 －

当期純利益 5, 689, 591 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

２０２２年３月３１日残高

(注)記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

14, 888, 536 

－

△533, 665

△533, 665

4, 767, 605 

70, 921, 039 14, 354, 871 

－

－

△533, 665

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本
合計利益

準備金

純資産合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

２ ０ ２ １  年 ４  月１ １ 日 から

２ ０ ２ ２  年 ３  月３ １ 日 ま で
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個 別 注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

（その他有価証券） 

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

（２）特定金銭信託等の評価基準及び評価方法 

（その他有価証券） 

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 

定率法（ただし、2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法）を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、当

事業年度は該当ありませんでした。 

（２）投資損失引当金 

投資育成有価証券の損失に備えるため、投資先企業の財政状態等を勘案し、当社所定の基

準により計上しております。 

（３）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度の負担額を計上してお

ります。 

（４）役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

（５）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

（６）役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、「役員退職慰労金支給規則」に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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５．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

投資損失引当金 2,369,301 千円 

投資損失引当金は、当社規定の保有有価証券評価細則に基づき投資先企業の財政状態等を勘案し、

企業毎に見積っております。 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、翌事業年度の

計算書類において、投資損失引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

６．会計方針の変更に関する注記 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度に係る計算書類の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ

ととしております。 

当該会計方針の変更による当事業年度に係る計算書類に与える影響はありません。 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度に係る計算書類の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金

融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44－2項に定める経過的な取扱

いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお

ります。 

当該会計方針の変更による当事業年度に係る計算書類に与える影響はありません。 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 154,529 千円 

Ⅲ 損益計算書に関する注記

該当事項はありません。 

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 647,200 － － 647,200 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） － － － － 
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３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の

種 類 

配当金の

総額(千円) 

配当の

原資 

1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 23日

定時株主総会 

普通

株式 
388,320 利益剰余金 600 2021年 3 月 31 日 2021 年 6 月 24 日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2022 年 6 月 23 日開催予定の第 59 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

決議 
株式の

種 類 

配当金の

総額(千円) 

配当の

原資 

1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2022 年 6 月 23 日

定時株主総会 

普通

株式 
388,320 利益剰余金 600 2022 年 3 月 31 日 2022 年 6 月 24 日 

Ⅴ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 

投資損失引当金 

投資育成有価証券評価損 

724,532 千円 

115,405 千円 

退職給付引当金 103,558 千円 

その他 167,618 千円 

小計 1,111,115 千円 

評価性引当額 △847,465 千円

繰延税金資産合計 263,649 千円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 6,281,337 千円 

その他 4,754 千円 

繰延税金負債合計 6,286,091 千円 

繰延税金負債の純額 6,022,442 千円 

Ⅵ 金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、中堅・中小企業に対する投資事業を行っており、余剰資金の運用については主として短期的

な金融商品により運用しております。資金調達については全て自己資金で賄い、金融機関からの借入はあ

りません。 

投資育成有価証券は、事業として取得した非上場株式等であり、投資回収が不能となるリスクに晒さ

れていますが、全投資先企業に対して、業況等の把握を行うとともに、取締役会等に定期的に報告してお

ります。 

有価証券は主として譲渡性預金等の流動性の高い短期金融商品であります。投資有価証券、長期金

銭信託の運用商品は主として株式であり、上場株式については毎月時価の把握を行っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、現金及び預金（短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似）については、記載を省略

しております。 

（単位：千円） 

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）は次のとおりであります。 

（１）有価証券 

有価証券はすべて短期金融商品であり、これらの時価については、取引金融機関 

から提示された価格又は取引所の価格によっております。 

（２）投資育成有価証券並びに（３）投資有価証券 

これらの時価については、取引所の価格によっております。 

（４）長期金銭信託 

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格又は取引所の価格に 

よっております。 

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、上表には含まれ 

ておりません。 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資育成有価証券（非上場株式） 39,051,812 

投資有価証券  （非上場株式） 2,502 

Ⅶ １株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 109,581円 33 銭 

２．１株当たり当期純利益 8,791 円 08 銭 

Ⅷ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。 

記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）有価証券 

その他有価証券 13,040,258 13,040,258 － 

（２）投資育成有価証券 

その他有価証券 16,070,234 16,070,234 － 

（３）投資有価証券 

その他有価証券 6,882,595 6,882,595 － 

（４）長期金銭信託 1,823,130 1,823,130 － 
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